




























（注１）本社（本部・コーポレート各室・カンパニー各部等）、第一線機関（発電所、総支社・支社、電力所等）

（注２）防災対策委員会、リスク管理委員会、内部統制委員会 等

（注３）リスクコミュニケーションを行う専門職
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【適時開示体制の概要】 
 
当社の会社情報の適時開示に係る社内体制の状況は、下記のとおりです。 

 
記 

 
適時開示に関する役割と責任の明確化を図るため、以下のとおり社内マニュアルにより適

時開示を実施するための体制を整え、適時適切な開示を行っております。 
・適時適切に会社情報の開示を行うため、情報取扱責任者（総務・法務室長）および情報

管理責任者（主管部門の責任者）を選任しております。 
・役職員および子会社は、有価証券上場規程等により開示すべき会社情報に当たるおそれ

のある事項・事実を知ったときは、社内マニュアルに従い、その事項・事実について、

情報管理責任者に報告することとしております。 
・当該情報管理責任者は、マニュアルに従い報告を受けた事項・事実について情報取扱責

任者に速やかに報告することとしております。 
・情報取扱責任者は、報告された会社情報について、有価証券上場規程等に照らし、開示

すべき会社情報に該当するか否かを判断し、開示すべき会社情報に該当する場合は、東

京証券取引所に対して適時適切な開示を行います。 
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